
告 示 (第1321号－第1332号)

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) １

○開発行為に関する工事の完了 (都市計画課) １

○福岡県土地利用基本計画の変更 (広域地域振興課) １

○特定非営利活動法人設立の認証申請 (社会活動推進課) ２

○特定非営利活動法人の定款変更の認証申請 (社会活動推進課) ２

○道路の区域の変更 (道路維持課) ３

○道路の供用の開始 (道路維持課) ３

○道路の供用の開始 (道路維持課) ３

○道路の区域の決定 (道路維持課) ３

○土地改良事業計画の変更の認可申請の適否決定 (農村整備課) ３

○土地改良事業計画の変更の認可申請の適否決定 (農村整備課) ４

○土地改良事業の同意 (農村整備課) ４

公安委員会

○機械警備業務管理者講習の実施 (警察本部生活安全総務課) ４

○警備員等の検定等に関する規則附則第７条第２項により学科試験及

び実技試験の全部が免除となる検定合格者審査の実施

(警察本部生活安全総務課) ５

福岡県告示第1321号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

太宰府市水城二丁目622－１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

太宰府市水城一丁目17番34号

伊藤 善佐

福岡県告示第1322号

次の開発行為に関する工事が完了したので､ 都市計画法 (昭和43年法律第100号) 第

36条第３項の規定により公告する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 開発区域に含まれる地域の名称

糟屋郡志免町南里三丁目389番１､ 389番２､ 390番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

糟屋郡志免町大字別府290番地

黒瀬 光生

福岡県告示第1323号

福岡県土地利用基本計画 (昭和50年９月22日策定) を平成20年７月23日付けで変更し

たので､ 国土利用計画法 (昭和49年法律第92号) 第９条第14項において準用する同条第

13項の規定により､ その要旨を次のとおり公表する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 変更に係る事項

福岡県土地利用基本計画図の農業地域の区域

２ 変更の内容
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計画図

( ｢次の図面｣ は省略し､ 福岡県企画・地域振興部広域地域振興課及び関係市役所に

おいて縦覧に供する｡ )

福岡県告示第1324号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第10条第１項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人設立の認証申請があったので､ 同条第２項の規定により次のとおり公告す

る｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成20年７月27日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人介護予防推進会

� 代表者の氏名

平野 征洋

� 主たる事務所の所在地

福岡県久留米市高良内町3798番地５

� 定款に記載された目的

この法人は地域住民に対して､ 健康増進及び介護・介護予防・要援護に関する事

業を行い､ よりよい市民生活に寄与することを目的とする｡

福岡県告示第1325号

特定非営利活動促進法 (平成10年法律第７号) 第25条第４項の規定に基づき､ 特定非

営利活動法人の定款変更の認証申請があったので､ 同条第５項において準用する同法第

10条第２項の規定により次のとおり公告する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

１ 申請のあった年月日

平成20年７月25日

２ 申請に係る特定非営利活動法人

� 名称

特定非営利活動法人 ばさらの会

� 代表者の氏名

大野二三四

� 主たる事務所の所在地

福岡県福岡市博多区金の隈３丁目23番10－322号

� 定款に記載された目的

この法人は女性の視点から ｢世直しは九州の女性から｣ をモットーに､ 現代社会

のあらゆる分野において､ 女性の意見と積極的な行動によって社会に貢献するもの

である｡

１. 世直しは女性も参画､ 慈母のこころで

２. 本音で語ろう､ ばさらの会で

３. 出会い､ 思いやり､ そして信頼

４. 子供や孫に残そう､ 美しい日本

を基本理念とし女性の視点から地域の実情や個々人の問題を把握し､ 生きていく

ために必要な様々な支援を必要とする人々に対して､ 幸せに暮らせる街づくり､ 人

づくり､ 仕事づくり､ 住環境づくりを目指すために経験と知識を集結するものとし

､ 福祉の増進や社会教育､ こども教育の推進を行う事業・地域活動・環境保全・社

会貢献・国際協力のための活動や支援､ 提言活動を行う｡ また､ 現代の ｢駆け込み

寺｣ として時代の改革に貢献するとともに､ すべての人々が健康で文化的な暮らし

ができる社会づくりと次の世代に美しい日本を継承せんとして活動することを目的

とする｡
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福岡県告示第1326号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき､ 次のように道路の区

域を変更する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1327号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき､ 次の道路の供用を平

成20年８月11日から開始する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1328号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第２項の規定に基づき､ 次の道路の供用を平

成20年８月12日から開始する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1329号

道路法 (昭和27年法律第180号) 第18条第１項の規定に基づき､ 次のように道路の区

域を決定する｡

その関係図面は､ この告示の日から２週間､ 関係土木事務所において一般の縦覧に供

する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1330号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第48条第９項において準用する同法第８条第１

項の規定に基づき､ 土地改良区の土地改良事業計画の変更の認可申請を平成20年７月15

日付けで適当であると決定したので､ 同法第48条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により公告し､ その関係書類を次のように縦覧に供する｡
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土木事
務所名

道路の
種 類

路線名
変 更
前後別

区 間
幅 員
(メートル)

延 長
(メートル)

福 岡 県 道
福 岡

線
東環状

前

糟屋郡粕屋町大字戸原13番
先から
糟屋郡粕屋町大字戸原20番
２先まで

8.0
～
17.0

167.0

後 同上
8.6
～
19.7

167.0

土木事
務所名

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間

久留米
安武本

線
国 分

久留米市津福本町1688番148先から
久留米市津福今町471番35先まで

土木事
務所名

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間

柳 川
柳 川

線
筑 後

柳川市三橋町柳河231番15先から
柳川市三橋町正行51番１先まで

土木事
務所名

道路の
種 類

路線名 区 間
幅 員
(メートル)

延 長
(メートル)

飯 塚 県 道
飯 塚

線
穂 波

飯塚市蓮台寺1053番１先から
飯塚市津原1035番先まで

11.5
～
79.0

4,745.0

�



平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1331号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第48条第９項において準用する同法第８条第１

項の規定に基づき､ 土地改良区の土地改良事業計画の変更の認可申請を平成20年７月23

日付けで適当であると決定したので､ 同法第48条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により公告し､ その関係書類を次のように縦覧に供する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県告示第1332号

土地改良法 (昭和24年法律第195号) 第96条の２第５項において準用する同法第10条

第１項の規定に基づき､ 次のように市町村が行う土地改良事業に同意したので､ 同法第

96条の２第７項の規定により公告する｡

平成20年８月11日

福岡県知事 麻 生 渡

福岡県公安委員会告示第264号

警備業法 (昭和47年法律第117号｡ 以下 ｢法｣ という｡ ) 第42条第２項第１号に規定

する機械警備業務管理者講習 (以下 ｢講習｣ という｡ ) を次のとおり実施するので､ 警

備員指導教育責任者及び機械警備業務管理者に係る講習等に関する規則 (昭和58年国家

公安委員会規則第２号｡ 以下 ｢講習規則｣ という｡ ) 第13条において準用する同規則第

２条の規定により公示する｡

平成20年８月11日

福岡県公安委員会

１ 講習の区分

機械警備業務管理者講習

２ 講習の期日､ 時間及び場所

３ 受講定員

30名

４ 受講申込方法等

� 受付期間

平成20年９月３日 (水) から同年９月５日 (金) までの午前９時から午後６時ま

での間
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土地改良区名
縦覧に供す
る書類

縦 覧 期 間 縦覧場所

三潴南部土地改良区
土地改良事業 (
維持管理) 変更
計画書及び定款
の写し

平成20年８月11日から
平成20年９月８日まで

柳川市役所
大川市役所
三潴郡大木
町役場

土地改良区名
縦覧に供す
る書類

縦 覧 期 間 縦覧場所

矢部川左岸下流土地改良区

土地改良事業 (
維持管理) 変更
計画書及び定款
の写し

平成20年８月11日から
平成20年９月８日まで

大牟田市役
所
みやま市役
所

市町村名 事 業 名 同 意 年 月 日

大牟田市
農業用ため池整備事業
(高ノ平地区)

平成20年７月10日

公安委員会

講 習 期 日 講習時間 講 習 場 所

平成20年９月24日 (水)
から同年９月26日 (金)
までの間

午前９時30分から午後
５時30分まで (最終日
の講習については午後
３時40分までとし､ そ
の後修了考査を実施す
る｡ )

北九州市門司区小森江三丁目９番１号
福岡県警察警備員教育センター

�



� 受付場所

北九州市門司区小森江三丁目９番１号

福岡県警察警備員教育センター

� 必要書類

機械警備業務管理者講習受講申込書 (講習規則別記様式第１号) １通

※ 申込前６月以内に撮影した無帽､ 無背景の顔写真を貼付すること｡

� 申込方法

ア 受講を希望する者は､ まず前記�の受付期間内に､ 必ず福岡県警察警備員教育

センターの受付専用電話 (093 (381) 2627) に電話し､ 事前申込みを行い､ 受付

番号を取得すること｡ ただし､ 受付期間中であっても､ 定員に達したときは受付

を行わないこととする｡

※ 受付専用電話以外での事前受付は一切行わない｡

イ 受付番号を取得した者は､ 事前申込みを行った当日の午後６時までに､ 受付場

所である福岡県警察警備員教育センターに赴き､ 受付番号を申告するとともに､

前記�に掲げる必要書類に受講手数料を添えて受講申込みを行うこと｡

ウ 受付番号を取得した場合であっても､ 事前申込みを行った当日に､ 受講申込手

続きを行わなかった者の受付番号及び事前申込みは無効とする｡

エ 受講申込みは､ 原則として受講希望者本人が行うこと｡ ただし､ やむを得ない

事情等により代理人が行う場合は､ 受講希望者本人の委任状 (本人が署名したも

のに限る｡ ) を持参すること｡

５ 講習受講手数料

38,000円

※ 受講申込時､ 福岡県領収証紙により納付すること｡

また､ 納付した手数料については､ 申請の取消し及び受講しなかった場合にお

いても返還しない｡

６ 講習修了証明書の交付等

� 講習最終日に修了考査を実施する｡

� 機械警備業務管理者講習課程を修了し､ かつ､ 修了考査に合格 (80パーセント以

上の成績を合格とする｡ ) した者に対し､ 機械警備業務管理者講習修了証明書を交

付する｡

７ その他

� 講習受講の際には､ 筆記用具､ 受講申込み時に交付を受けた受講申込書の写し及

び講習教本を必ず持参すること｡

� 講習に関する問い合わせは､ 福岡県の休日を定める条例 (平成元年福岡県条例第

23号) 第１条第１項に規定する県の休日を除く毎日､ 午前９時から午後６時までの

間､ 最寄りの警察署又は福岡県警察警備員教育センター (電話093 (381) 2627) に

対して行うこと｡

� 受講申込書 (講習規則別記様式第１号) については､ 各警察署の生活安全課 (生

活安全刑事課) 又は福岡県警察警備員教育センターにおいて受け取ることができる

｡

� 福岡県領収証紙については､ 受付場所である福岡県警察警備員教育センターでは

売りさばきを行っていないことから､ 受講申込みに際しては､ 事前に福岡県領収証

紙を購入しておくこと｡

福岡県公安委員会告示第265号

警備業法の一部を改正する法律 (平成16年法律第50号) 附則第５条による審査のうち

､ 警備員等の検定等に関する規則 (平成17年国家公安委員会規則第20号｡ 以下 ｢検定規

則｣ という｡ ) 附則第７条第２項により学科試験及び実技試験の全部が免除となる検定

合格者審査 (以下 ｢書面審査｣ という｡ ) を次のとおり実施するので､ 検定規則附則第

９条の規定により公示する｡

平成20年８月11日

福岡県公安委員会

１ 書面審査期間

平成20年９月24日 (水) から同年12月26日 (金) までの間

２ 書面審査を行う種別及び級

廃止前の警備員等の検定に関する規則 (昭和61年国家公安委員会規則第５号｡ 以下

｢旧検定規則｣ という｡ ) 第１条第１項に規定する検定 (以下 ｢旧検定｣ という｡ )

に係る全ての種別及び級
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３ 書面審査対象者

� 旧検定に合格した者であって､ 検定規則の施行の際､ 現に当該旧検定に係る警備

業務に従事しており､ かつ､ 当該警備業務に従事している期間が継続して１年以上

であるものであって､ 次に掲げる事項のいずれかに該当する者

ア 福岡県内に住所を有すること｡

イ 福岡県内に所在する警備業法に係る営業所に属する警備員であること｡

ウ 福岡県公安委員会から旧検定規則第８条に規定する合格証 (以下 (旧合格証)

という｡ ) の交付を受けていること｡

� 旧検定に合格した者であって､ 検定規則の施行の際､ 現に当該旧検定に係る警備

業務に係る､ 旧検定規則第12条第１項に規定する指定講習 (以下 ｢指定講習｣ とい

う｡ ) の講師として従事しており､ かつ､ 当該講師として従事している期間が継続

して１年以上であるもの (ただし､ ３の�に掲げる者を除く｡ ) であって､ 次に掲

げる事項のいずれかに該当する者

ア 福岡県内に住所を有すること｡

イ 福岡県内に所在する警備業法に係る営業所に属する警備員であること｡

ウ 福岡県公安委員会から旧合格証の交付を受けていること｡

４ 書面審査申請手続等

� 受付期間

平成20年９月24日 (水) から同年12月26日 (金) までの福岡県の休日を定める条

例 (平成元年福岡県条例第23号) 第１条第１項に規定する県の休日 (以下 ｢県の休

日｣ という｡ ) を除く､ 午前９時から午後６時までの間

� 受付場所

ア 住所地を管轄する警察署

イ 営業所の所在地を管轄する警察署

ウ 旧合格証の交付を受けた警察署

� 必要書類

ア 住所地を管轄する警察署に申請する場合

� 審査申請書 (検定等規則別記様式) １通

� 住所地を疎明する書面 (住民票の写しのコピー､ 運転免許証のコピー等)

� 写真 (申請前６月以内に撮影した無帽､ 正面､ 上三分身､ 無背景の縦の長さ

３センチメートル､ 横の長さ2.4センチメートルの写真で､ その裏面に氏名及

び撮影年月日を記入したもの｡ ) １枚

� 旧合格証の写し

� 前記３の審査資格に該当することを疎明する書面 (下記ａ又はｂのいずれか

１つ)

ａ 前記３�に該当する者

検定規則の施行の際､ 現に当該旧検定に係る警備業務に従事しており､ か

つ､ 当該警備業務に従事している期間が継続して１年以上であることを疎明

する書面 (警備業務従事証明書等)

ｂ 前記３�に該当する者

検定規則の施行の際､ 現に当該旧検定に係る警備業務に係る指定講習の講

師として従事しており､ かつ､ 当該講師として従事している期間が継続して

１年以上であることを疎明する書面 (指定講習講師従事証明書等)

イ 営業所の所在地を管轄する警察署に申請する場合

� 前期アのうち�を除く書類

� 営業所に属していることを疎明する書面 (営業所所属証明書等)

ウ 旧合格証の交付を受けた警察署に申請する場合

前期アのうち�を除く書類

５ 申請方法

� 前記書面審査の期間内に､ 住所地 (審査希望者が警備員である場合には､ そのも

のが属する営業所の所在地を含む｡ ) を管轄する警察署又は旧合格証の交付を受け

た警察署に､ 前記４�に掲げる必要書類を提出すること｡

� 書面審査申請は､ 原則として審査申請本人が行うこと｡ ただし､ やむを得ない事

情等により代理人が行う場合は､ 審査申請者本人の委任状 (本人が署名したものに

限る｡ ) を持参すること｡

� 手数料

学科試験及び実技試験の全てが免除される書面審査については手数料を徴収しな

い｡
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６ 成績証明書の交付

書面審査の結果､ 当該種別の警備業務に関する知識及び能力を有する者と判定した

場合において､ 成績証明書を交付する｡

７ その他

� 検定審査に関する問い合わせは､ 県の休日を除く毎日､ 午前９時から午後６時ま

で､ 最寄りの警察署又は福岡県警察警備員教育センター (電話093 (381) 2627) に

対して行うこと｡

� 審査申請書 (検定規則別記様式) については､ 各警察署生活安全課若しくは生活

安全刑事課において受け取ることができる｡
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